
平成28年度 新潟市地域防災計画
修正案 主な内容

（防災会議資料）

資料1

熊本地震を踏まえた修正

説明資料

応急仮設住宅建設等候補地リストの作成

罹災証明書交付計画の新設

避難者に物資を速やかに届ける仕組みづくり

その他の修正

災害廃棄物処理計画の策定

避難情報の名称変更

重複部分の統合

避難所開設・運営体制の強化



避難者に物資を速やかに届ける仕組みづくり

概要

災害時に、各方面からの支援物資を避難者に速やかに届けることができるよう、現行の仕組みを見直した。

佐川急便㈱との協定締結（H29.3.13締結） 救援物資等の集積・配送拠点の見直し

現在、本市では集積・配送拠点として市内11
箇所を指定している。

フォークリフト等の使用や使用可能なスペー
ス等を考慮し、集積・配送拠点を見直した。

指定解除 新規指定

輸送協力の協定を県トラック協会など8団体と締結。

【災害時】集積・配送拠点での受け入
れ 仕分け 配送等の一連

現状

締結後

修正概要 【地域防災計画 「第３部第1章 第17節 輸送計画」】

・指定公共機関として「佐川急便㈱」を追記
・集積や仕分け等について、協定業者を中心に行う旨を追記
・資料編の集積・配送拠点の一覧を修正

指定解除

新津地域学園
【秋葉区】

南区役所
【南区】

新規指定

うららこすど
【秋葉区】

中央卸売市場
【江南区】

れ、仕分け、配送等の一連
の活動に対して支援が得ら
れる。

【 平時 】集積・配送拠点の検証や受
援計画策定の際のアドバイ
スなどに協力が得られる。



避難所開設・運営体制の強化

概要

区と学校の役割フロー図

初動期の避難所運営への施設管理者の積極的な関与により避難所開設・運営体制を強化した。

修正概要 【地域防災計画 「第3部 第1章 第33節 文教対策計画 等」】

・【第3部第1章第33節 文教対策計画】に、「なお、避難所指名職員及び各区本部健康福祉班の参集
前に住民の避難状況等の報告の必要があるときは、学校班が代わって当該本部（各区健康福祉課）に
報告する。」を追加 等



応急仮設住宅建設等候補地リストの作成

概要

応急仮設住宅建設等候補地リスト

応急仮設住宅の想定建設戸数や、上下水道、電気、ガスなどのライフラインの整備状況、学校や商業施設へ
のアクセス、公共交通の状況といった生活の利便性に関する情報などを盛り込んだ、実効性、実用性の高い
「応急仮設住宅建設等候補地リスト」を作成した。今後、発災時に備えてリストの更新、管理を行う。

市有地のうち、概ね1,000㎡以上の未利用地や公
園、多目的広場などから抽出し、候補地を選定。災
害時にはリストから被災状況に応じて候補地を絞り
込んで活用する

修正概要 【地域防災計画 「第3部 第1章 第13節 応急住宅対策計画」】

・【第3部第1章第13節 応急住宅対策計画】に「なお、建設候補地については、「応急仮設住
宅建設等候補地リスト」を参考に選定する。」を追加

込んで活用する。
【リストの構成】
1 土地基本情報（想定建設戸数等）
2 周辺環境の状況（交通アクセス等）
3 敷地の状況（ライフラインの整備状況等）
4 位置図、現場写真等



罹災証明書交付計画の新設

概要

災害時に迅速かつ的確な罹災証明書の交付業務を実施するため、第４部災害復旧計画に「罹災証明書交付計
画」を新設するとともに、関連する応急対策マニュアルを充実し、被災者の円滑な生活再建支援につなげる。

被災から支援措置の活用までの流れ

修正概要 【地域防災計画 「第4部 第1節 罹災証明書交付計画 」】

・【第4部第1節 罹災証明書交付計画】を新設
情報収集、実施方針及び実施計画の作成、被害認定調査実施及び罹災証明書交付の周知などについ
て記載



災害廃棄物処理計画の策定

概要

大規模災害が発生した場合、平常時とは性状の異なる膨大な量の廃棄物を、迅速かつ適正に処理することが
必要になる。環境省の災害廃棄物対策指針や新潟市地域防災計画等を踏まえ、平成28年3月に「新潟市災害
廃棄物処理計画」を策定した。

また、地域防災計画の廃棄物処理予防計画に記載されていた内容について、トイレやし尿処理に関する記載
を【トイレ予防計画】として整理、新たに災害廃棄物処理計画に基づいた計画概要を【廃棄物処理予防計画】
として記載内容を一新した。

災害廃棄物処理計画

【計画の構成】

修正概要 【地域防災計画 「第2部 第2章 第5節 廃棄物処理計画 等」】

・【第2部第2章第5節 廃棄物処理予防計画】に、仮置場候補地の選定や、他の地方公共団体等との相
互応援協定などについて記載
・【第3部第1章第21節 廃棄物処理応急計画】の一部を【第22節トイレ対策計画】へ移動

【計画の構成】
1 基本的事項
2 災害廃棄物処理対策
3 し尿及び一般廃棄物の処理



避難情報の名称変更

概要

国は、平成28年8月に岩手県岩泉町で発生した台風第10号による災害を踏まえ、避難準備情報等の名称を
下記のとおり変更した。今後は、本市でも変更後の名称で避難情報を発令することとし、特に避難行動に時間
を要する人に対し、早めの避難を開始できるよう周知していく。

避難情報の名称変更

【変更前】 【変更後】

避難準備情報 避難準備・高齢者等避難開始

修正概要 【地域防災計画 「第3部 第1章 第10節 避難及び避難所計画 等」】

・【第3部第1章第10節 避難及び避難所計画 等】の名称を変更
・本市からの情報伝達手段である一元化システムや緊急災害情報HP等の改修
・ 各区の窓口等で配布している各種ハザードマップ等の訂正 等

避難指示

避難勧告

避難指示（緊急）

避難勧告

避難準備情報 避難準備 高齢者等避難開始



重複部分の統合

概要

新潟市地域防災計画は、各災害共通編と個別災害対策編で構成されているが、ほとんど同じ内容が記載され
ている節が、全125節中、48節ある。そこで、同じ内容が記載されている節を統合し、共通編に移行した。

統合の効果

毎年、二重の修正手間

目的の頁が探しにくい

【Before】 【After】

修正が１箇所で済む

目的の頁が探しやすい 現状 実施後

【結果】

修正概要 【地域防災計画 「第3部 第1章 各節 震災・風水害・津波災害共通応急対策計画」】

・【第3部第2章 震災応急対策計画】の情報収集・伝達計画、消防活動計画など24節と、【第3部
第3章 風水害応急対策計画】の災害広報・広聴計画、避難及び避難所計画など24節を【第3部第
1章 震災・風水害・津波災害共通応急対策計画】に統合

目的の頁が探しにくい

印刷費用 大

保管スペース 大

目的の頁が探しやすい

印刷費用の軽減

保管スペースの軽減

現状 実施後

約530頁 約430頁

約25％削減！



新潟市避難行動要支援者避難支援計画
（全体計画）案について

資料2

（防災会議資料）



Ⅰ．計画の位置づけ

地域防災計画

災害対策基本法
取組指針（内閣府）

上
位

避難行動要支援者避難支援計画
（全体計画）

要綱

マニュアル

取組指針（内閣府）

災害対策基本法や国の
指針に基づき、既存の災
害時要援護者制度（Ｈ17
から実施）に関する計画、
要綱などから全体計画を
作成

（全体計画）



Ⅱ．計画の目的
■全体計画の基本的な考え方

平常時、災害時または災害発生のおそれがある場合において、「自助」
「共助」「公助」の連携により災害時からの被害の最小化を目指す「減
災」の考え方を基本として、災害発生時に一人でも多くの人命を守る支
援体制を整備することを目的として策定

■避難支援の対象者（避難行動要支援者）
高齢で介護や行動に補助を必要とする方や、障がいなどにより自らの力
で迅速かつ的確な一連の避難行動が困難で、第三者の支援が必要な方

■避難支援等関係者
地域の共助として活動する自治会・町内会、自主防災組織のほか、事前
の戸別訪問などに携わる民生委員に加え、警察など、避難行動要支援者
の避難支援などに関わる関係者

避難行動要支援者名簿として
「全体名簿」及び「同意者名簿」を作成

平時は訓練や個別支援計画策定などで、
有事は避難支援で活用



自助

避難行動要支援者

「自分の命は、自分で守る」姿勢

日頃の近所づきあい

訓練への参加

自宅の防災対策
必要な物の備蓄

防災知識の習得

Ⅱ．計画の目的（自助・共助・公助の連携）

共助 公助

自治会・町内会、
自主防災組織、民生委員

行政機関（警察、消防など）

避難行動要支援者名簿の
作成・提供

情報伝達

避難誘導

安否確認情報伝達

避難誘導
安否確認

避難情報の発表

訓練の実施

個別避難支援計画作成

啓発活動

「共に助け合う」姿勢

信頼関係づくり

救助活動



Ⅲ．避難行動要支援者名簿

・高齢者（７５歳以上のみ世帯）
・要介護者（要介護度３以上）
・障がい者（身体障害者手帳１・２級または療育手帳Ａ）
・計画策定時点 災害時要援護者名簿登録者
・自ら避難することが困難で、避難の支援を希望する方

範囲（名簿掲載要件）※生活基盤を自宅としている

◆全体名簿 市で常備し災害発生時に避難支援等関係者その他に提供

掲載内容

氏名、生年月日、性別、住所または居所、電話番号、避難支援等を必要
とする事由、その他避難支援等の実施に必要な事項

掲載内容

個人情報提供の同意

◆同意者名簿 平時より避難支援等関係者に提供

避難支援体制を整備するため、訓練や個別避難支援計画の策定、平常時
からの声掛けや見守りなどにより、地域のつながりや信頼関係の保持

避難支援体制の整備



Ⅳ．避難支援体制の整備

災害時に一人でも多くの命を救うため、避難行動要支援
者制度の実効性を向上

（１）制度の周知
・あくまでも地域の助け合いの制度であることから、自らの命を守る努力
「自助」が重要であること
・避難支援を行う際には、自らの安全を確保したうえで、可能な範囲で活
動にあたること

（２）平常時からの取り組みを推進
・災害時に有効な支援活動を行うために、誰が支援し、どこに避難させる
かなどについて話し合っておくこと
・平常時から声掛けや見守りなどにより避難行動要支援者とのつながりを
大切にし、信頼関係を保つことで、状況の変化を把握すること



平成28年度 新潟市国土強靱化地域計画
主な取組事例

（防災会議資料）

資料3

主な取組事例



救援・代替機能の強化 【拠点性の向上】緊急輸送
道路

新潟中央環状道路

16

〇広域拠点の連携強化及び幹線道路ネットワークの形成のため、新潟港東港区と直結す
る新潟中央環状道路の整備を推進しており、平成２８年度においては中ノ口工区、横越
バイパスなどで整備を図った。

拠点性向上のための取組状況



救援・代替機能の強化 【拠点性の向上】代替輸送
（港湾）



救援・代替機能の強化 【拠点性の向上】代替輸送
（港湾）



救援・代替機能の強化 【拠点性の向上】代替輸送
（港湾）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料４
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